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中央会は組合づくりのパートナー

宮崎県中小企業団体中央会
Miyazaki Prefectural Federation of Small Business Associations

県内の中小企業組合数

Photo

組織概要

名 称 宮崎県中小企業団体中央会

所在地 〒880-0013

宮崎市松橋2丁目4番31号 宮崎県中小企業会館3F

TEL 0985-24-4278 FAX 0985-27-3672

http://www.himuka.or.jp

設 立 昭和30年11月5日

代表者 会 長 堀之内芳久

副会長 吉岡 和則 吉田 陽子 上山 泰寛

役員数 会長 1名 副会長 3名 専務理事 1名 理事 20名 監事 3名

会員数 479（組合会員 351 定款会員 39 賛助会員 89) ※Ｒ2.5.29現在

組織図

職員数 28名 (うち補助対象 指導員14名 職員2名)

主な中小企業組合制度
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1 事業協同組合 137 61 45 20 18 23 6 14 4 6 0 5 22 5 13 379

製造業 19 14 10 8 2 5 2 2 2 2 2 3 71

農林水産業 5 4 2 1 3 2 2 1 1 1 2 2 26

鉱業 6 3 2 1 1 2 1 16

建設業 18 8 9 4 4 5 2 3 1 1 2 6 1 2 66

卸売・小売業 35 21 15 4 7 4 2 5 2 2 6 1 3 107

金融・保険・不動産業 4 1 1 1 7

運輸倉庫業 4 3 3 1 1 12

サービス業 35 5 6 1 1 2 5 1 2 58

その他 11 2 1 1 1 16

2 企業組合 17 4 1 2 2 2 2 30

3 商工組合 16 1 17

4 協同組合連合会 7 1 8

5 信用組合 1 1

6 商店街振興組合・連合会 12 2 3 2 2 1 22

7 協業組合 1 1 1 3

189 69 48 24 18 27 7 15 4 8 0 8 22 7 14 460合　　　　計

組合・業種

地 区
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中小企業組合の設立状況 (宮崎県内)

１ 中小企業組合への管理・運営支援
➀ 実地支援 延705組合、1,561件 (組合管理、組合事業経営、会計・税務など)
② 相談支援 1,139件 (組合設立、組合管理、組合事業経営、会計・税務など)

主な支援等の実績 (R1年度)

２ 企業等への支援
➀ 実地支援 56件 (ものづくり、雇用労務関係、商品開発など)
② 相談支援 13件 (ものづくり、雇用労務関係、商品開発など)

３ 既存組合が抱える課題等に対する支援
➀ 組合等活動新展開支援事業 3回 ② 組合等ICT対応強化支援事業 1回 ③ 取引力強化推進事業 2組合
④ 小企業者組織化特別講習会 6回 ⑤ 消費税転嫁対策窓口相談等事業 ⑥ 外国人技能実習制度適正化事業

４ 人材育成支援
➀ 組合青年部組織強化支援事業 1回 ② 女性経営者等資質向上支援事業 3回 ③ 組合役職員等スキルアップ事業 2回
④ 組合等経営力強化支援事業 10回

7 ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業
・フォローアップ事業（平成24年度補正から平成26年度補正ものづくり補助金実施事業者への事業化進捗状況把握及び各種支援）

6ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業
・県内採択企業数 117社 (補助金交付決定額 約9億2千万円)

9 景気動向、労働事情等に関する情報収集・提供
➀ 情報連絡員報告 (月別景況調査) 12回 ② 景況調査 60企業対象 4回 ③ 労働事情実態調査 810事業所対象
④ 先進組合事例調査 (資料収集加工事業) 2組合 ⑤ 中央会だより発行 12回

10 政策提言活動
・宮崎県知事をはじめ、地元選出国会議員、関係官庁等に対する中小企業振興対策、景気対策、金融税制問題等に関する要望活動

11 共済制度の普及・加入促進
➀ 特定退職金共済制度 ② 総合保障共済制度 ③ 小規模企業共済制度 ④ 中小企業退職金共済制度 ⑤ 経営セーフティ共済制度

8 他支援機関との連携による支援 (中小企業等経営基盤強化支援事業)
・商工会議所、商工会連合会との共同事業 本会支援実績 8件

決算の概要 (R1年度)

5 中小企業組合等の組織化の促進
・中小企業組合組織化開拓事業（設立の手引き配布、商工会議所、商工会等の訪問による組合制度の普及、「組合ガイドブック」の作成)

（単位：千円）

R1年度（A） H30年度（B） 増　減（A－B）

Ⅰ 会 費 収 入 23,713 23,740 △ 27

Ⅱ 補 助 金 等 収 入 110,507 112,636 △ 2,129

Ⅲ 受 託 金 収 入 77,764 91,347 △ 13,583

Ⅳ 諸 収 入 33,497 26,418 7,079

245,481 254,141 △ 8,660

（一般会計収入の部）

科　　　目

合　　　計

（単位：千円）

R1年度（A） H30年度（B） 増　減（A－B）

Ⅰ 事 業 費 231,251 238,565 △ 7,314

1 補 助 事 業 費 118,046 118,083 △ 37

2 小企業者組織化指導事業 3,126 5,167 △ 2,041

3
中小企業組合等課題対応支援
事　　　　　　　 業　　　　　　　費

469 0 469

4 外国人技能実習制度適正化事業 436 487 △ 51

5 受 託 事 業 費 78,008 91,347 △ 13,339

6 一 般 事 業 費 31,166 23,481 7,685

Ⅱ 引 当 繰 入 支 出 7,500 7,500 0

Ⅲ 負 担 金 4,251 4,089 162

Ⅳ 雑 支 出 46 0 46

Ⅴ 特 別 損 失 0 0 0

Ⅵ 当 期 純 利 益 金 額 2,433 3,987 △ 1,554

245,481 254,141 △ 8,660

（一般会計支出の部）

科　　　目

合　　　計

■組合別

平成
27年度

28年度 29年度 30年度
令和
1年度

合　計

事業協同組合 1 2 1 2 1 7

企業組合 1 0 0 0 0 1

合　計 2 2 1 2 1 8

年

種別

■業種別

平成
27
年度

28
年度

29
年度

30
年度

令和
1年度

合　計

製造業 0

農林水産業 1 1

鉱業 0

建設業 0

卸売・小売業 1 1

金融・保険 0

不動産業 0

運輸倉庫業 1 1

サービス業 1 1

その他 1 2 1 4

合　計 2 2 1 2 1 8
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年
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